
2017年 4月機械システム工学科に着任した誉田
登です．本稿では私がメンバーの一員として開発し
た鋼材について簡単に紹介します．

1．はじめに

金属材料は繰返し荷重を受けると，疲労損傷する
ことが知られている．この疲労損傷を防止すること
は，安全・安心な社会を維持・向上する上で不可欠
であり，自動車，船舶，橋梁などの溶接鋼構造物に
おいては設計，製作，保全の各段階で，最も重要な
技術課題である．ここでは，構造用鋼の疲労損傷に
ついて，従来の知見等について簡単に紹介する．そ
の後，溶接継手の疲労損傷の特徴，溶接継手の疲労
強度改善技術，耐疲労鋼の実構造物への適用状況，
今後の課題について述べる．

2．構造用鋼の疲労損傷

繰返し荷重を受ける機械や構造物の破壊事故は，
それを構成している部材の疲労損傷が引き金となっ
ていることが多く，破壊事故のうち約 80％は何ら
かの形で疲労が関与しているとも言われている1）．
長年に渡り膨大な検討がなされているにもかかわら
ず疲労損傷を今なお根絶できない理由として，初期
段階では損傷領域の極めて狭いことが挙げられる．

また，除荷すれば完全に元の形に戻る，つまり残留
変形が生じないような極めて小さな荷重でも，繰返
すことにより疲労破壊の芽である疲労き裂が発生す
ることも理由として挙げられる．
例えば，全長 300 m を超える船舶のような大型

溶接鋼構造物においても，初期の疲労損傷領域は，
1 mm2以下と極めて狭く，損傷初期段階での検出や
補修を困難にしている．
母材鋼板では，引張強度の上昇に伴い，疲労限度
も単調に上昇する．これは鋼材の引張強度の高強度
化に伴い，疲労損傷の始まりである繰返しすべりに
対する変形抵抗も同時に高まるためである．図 11）
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図 1 母材鋼板の疲労限度に及ぼす引張強さの
影響1）
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に示すように，曲げ，引張，ねじりといった負荷モ
ードにかかわらず，引張強度が 800 MPa あたりま
で，引張強度の上昇に伴い，疲労限度は単調に上昇
している．ここで疲労限度とは，数百万回の繰返し
荷重が負荷されても疲労破壊をしない応力の上限値
である．

3．溶接継手の疲労損傷の特徴

母材鋼板が構造物にそのまま使用されることもあ
るが，通常，溶接施工により組立てられる．溶接施
工で接合された接手を溶接接手と呼ぶ．溶接継手の
疲労特性の評価は，母材鋼板の場合と同様，一定の
繰返し応力を与えて，破断するまでの繰返し数を疲
労破断寿命として測定する．疲労強度評価結果は，
縦軸に繰返し負荷した応力を，横軸に破断寿命を，
各々対数軸で表示した S-N 曲線で表示することが
多い．図 2には溶接接手の S-N 曲線の一例として，
十字すみ肉溶接継手の疲労試験結果2）を示す．溶接
継手の S-N 曲線の特徴は，母材鋼板に比べ疲労限
度が明瞭には存在しないこと，また，疲労限度の絶
対値は母材のそれに比べかなり低くなること，であ
る．
母材鋼板と溶接継手の疲労強度を比較した例とし
て，日本造船研究協会で行われた共同研究成果3）の
一部を図 3に紹介する．母材鋼板に比べ溶接継手の
疲労強度は，単に低強度側に位置しているだけでな
く，母材の降伏応力にかかわらずほぼ一定の値とな

っていることが判る．この結果は，溶接鋼構造物の
部材寸法を疲労設計する場合に，母材鋼板を単に高
強度化するだけでは構造材料の寸法を低減できない
ことを意味する．つまり，高強度鋼を採用しても，
許容応力を高めることができず，結果として，低強
度鋼の場合に比べ構造物を軽量化できない．地球温
暖化問題，環境問題を解決する上で，溶接鋼構造物
の軽量化を通し燃費等を改善することが強く望まれ
ているが，溶接接手の疲労特性が軽量化のネックと
なっている．
母材鋼板の場合と異なり，溶接継手の疲労強度が
母材強度にかかわらずほぼ一定で，母材強度では向
上しない理由として，主として以下の 3点挙げられ
る．
まず，溶接止端が形状的不連続部となり応力集中
源として働き，切欠きの影響を受けるためである．
ここで溶接止端とは，溶接施工時に溶接ワイヤーな
どから溶接部に材料が供給され表面が蒲鉾状に盛り
上がるが，その盛り上がり始める端部を指す．ま
た，切欠きがあると疲労強度は低下するが，切欠き
の影響は高強度鋼ほど敏感である．つまり，例えば
同じ形状の切欠きが高強度鋼，低強度鋼に各々存在
した場合，平滑材の疲労強度を基準として切欠き材
の疲労強度を比率で評価すると，高強度鋼の方が低
強度鋼より低下が著しい．
次に，溶接接手には母材鋼板の降伏強度と同等の
高いレベルの溶接残留応力が引張内部応力として存

図 2 溶接継手の S-N 曲線の一例2） 図 3 疲労強度に及ぼす母材降伏応力の影響3）
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在し，高強度鋼ほど溶接残留応力が継手疲労強度に
不利に作用するためである．一般に，引張の内部応
力が存在すると疲労強度は低下し，内部応力レベル
が高い程，低下が顕著になる．ここで，溶接残留応
力が発生する理由は，溶接が高温の溶融状態で行わ
れ，その後，凝固，冷却する過程で，拘束がなけれ
ば熱収縮する部分が必ず存在し，その一部が拘束さ
れてしまうためである．溶接直後に温度の不均一分
布がある限り，引張の溶接残留応力の発生は避けら
れない．鋼板の板厚が数 mm と薄い場合には，こ
の溶接残留応力は溶接変形することにより緩和され
る場合もある．しかし，造船・橋梁などインフラに
使用される板厚は 10 mm 以上と厚く，変形抵抗が
大きいため溶接変形は少なく，その結果，溶接残留
応力は緩和されない．板厚が増した場合と同様，鋼
材の強度が高い場合も変形抵抗が大きくなり，残留
応力は緩和されない．以上より，残留応力の観点か
らも溶接接手の疲労強度は，母材鋼板の引張強度が
高いと不利になる．
最後に，継手の疲労強度が母材鋼板の強度にかか
わらずほぼ一定となる 3つ目の理由として，破壊起
点部の金属組織が，溶接熱履歴の影響を受け，母材
鋼板の金属組織とは大きく異なり，疲労に対する抵
抗性が劣化しているためである．
なお，上記 3つの理由の内，溶接残留応力は，継
手疲労特性に特に大きく影響する重要な因子であ
り，継手疲労特性を評価する場合にも注意を要す
る．すなわち，溶接継手の疲労強度を実験室レベル
の小型形状の試験体で評価する場合には，試験片加
工に伴う溶接残留応力の緩和に注意が必要である．
小型試験体を用いると，残留応力が解放された結
果，同じ応力下でも実構造物より寿命の長い結果が
得られ，危険側の評価となる可能性があるからであ
る．そこで，溶接残留応力の緩和分を疲労試験荷重
で補う方法が提案4）されている．また，船舶や橋梁
等の分野では，膨大な労力を費やして大型構造モデ
ルを用いた試験が実施されている．このような試験
では，溶接残留応力の緩和を避け得るだけでなく，

理論的裏付けに乏しいと言われている板厚効果に関
する経験式を用いなくて済む点においても，信頼性
の高い結果が得られる．

4．溶接継手の疲労強度改善技術

溶接鋼構造物の疲労損傷を防止するため，従来か
ら，設計面・施工面で数々の取組みがなされてき
た．
設計面からの取組みとしては，有限要素法を初め
とする各種応力解析環境を整え，精度の高い応力解
析結果を活用するようになっている．例えば，高精
度の応力解析結果を活用する継手疲労設計法とし
て，IIW（International Institute of Welding）を中心
に検討が重ねられている有効切欠き応力法がある．
一方，施工面からの疲労損傷防止に関する取組み
としては，従来から，グラインダーなどによる余盛
り止端の形状仕上げがある．また，疲労強度向上効
果がより顕著な，グラインダーに替わる方法とし
て，UIT（Ultrasonic Impact Technology）が報告5）さ
れている．UIT の改善効果は明瞭であり，今後の更
なる展開が期待されている．
このように，従来は，設計面，施工面からの取組
みに限られてきたが，最近になって，材料面からも
提案できるようになった．
一例として，溶接により発生する引張残留応力の
低減，さらには引張から圧縮への転換が可能な，特
殊な溶接材料の開発成果がある6）．この溶接材料で
は冷却過程における溶接金属のマルテンサイト変態
時の変態膨張現象が利用されている．画期的な発想
に基づく日本独自の技術であり，実用化が待たれて
いる．
次に，母材鋼板でも溶接鋼構造物の疲労損傷防止
に寄与する技術が提案され，一部はすでに実用化さ
れている．
例えば，表面細粒鋼と呼ばれる，表層に粒径 2

μm 以下の極細粒フェライト相を生成させ，疲労き
裂の発生・進展を抑制する鋼板がある7）．
また，母材鋼板の金属組織をフェライト（軟相）
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とベイナイト（硬相）の最適な組織に制御し，かつ
溶接熱影響部の組織も制御することにより，母材内
での疲労き裂進展抵抗と溶接継手部の疲労強度を高
めた耐疲労鋼があり，私が所属していたグループで
開発8）した．なお，溶接構造用鋼として必要な機械
的性質や溶接性などは従来鋼と同等レベルに維持し
ている．疲労き裂進展特性の金属組織による改善メ
カニズムを模式的に図 49）に示す．軟相と硬相の境
界を積極的に活用している．また，継手疲労き裂発
生抑制に適した組織は，図 510）に模式的に示すよう
に，溶融境界線（Fusion Line）での局所的な硬化を
避けたものである．この結果，溶接部は比較的フラ
ットな硬度分布となり，疲労損傷領域が局在化する
ことを抑制している．

5．耐疲労鋼の実構造物への適用状況

開発した耐疲労鋼は，疲労き裂の発生・進展の両
過程において疲労損傷を抑制し，溶接鋼構造物の疲
労強度健全性向上に寄与する鋼材である．ここで

は，船舶，橋梁への適用状況を紹介する．
まず，船舶に関しては，液化プロパンガス運搬

（LPG）船に初めて適用された．この初適用を契機
に，各種船舶，国内各地の造船所で採用いただき，
適用実績が重ねられた10）．図 6の疲労設計線図に基
づき設計された例として，液化天然ガス運搬
（LNG）船がある．モス型と言われる球形タンクを
複数有する LNG 船では，海象によっては，剛性の
高い球形タンクと，波浪によるたわみが比較的大き
い甲板，との接合部付近で応力を抑制し難くなる場
合が考えられる．このような部位に耐疲労鋼を適用
すると疲労寿命の延伸効果が発揮される．図 711）は
船舶の疲労設計の検討で使われる図面で，供用期間
中に遭遇する応力範囲の最大値と，該当部位に従来
鋼に替えて耐疲労鋼を適用したときの疲労寿命比と

図 4 疲労き裂進展特性の改善メカニズム9）

図 5 疲労き裂発生特性の改善メカニズム10）

図 6 耐疲労鋼の疲労設計線図の一例11）

図 7 寿命延伸効果の解析例11）
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の関係を示す．中・低応力域での寿命延伸効果が特
に顕著であることが判る．
今後，船舶の燃費向上は，地球環境保全の観点か
らも重要視され，構造軽量化のニーズがますます高
まると考えられる．軽量化を阻害する一因であった
溶接継手部の疲労強度に対し，設計・施工とともに
鋼材からも取組むことが可能となった．
次に，橋梁への適用状況を紹介する．橋梁への適
用においては，実橋梁で測定された応力頻度分布を
基に，波浪荷重に対して船舶で検討したのと同様の
手法で，疲労寿命を推定し，耐疲労鋼による寿命延
伸効果を確認した．
これらの検討の結果，和歌県の入野橋には耐候性
仕様を兼ね備えた耐疲労鋼が適用12）された．さら
に，高規格高速道路の高架橋の隅角部にも耐疲労鋼
が適用13）されている．

6．今後の課題

溶接鋼構造物を疲労設計する場合，溶接継手部の
疲労特性が主に照査される．継手疲労特性の更なる
向上に向け，今後とも英知を積み重ねる必要があ
る．そのためには，溶接部の疲労に関する実験デー
タは貴重な財産として関係者間で共有されることが
望ましい．母材鋼板の疲労特性に関しては，疲労強
度14），疲労き裂進展特性15）に関するデータベースが
既に存在し，活用されている．それらに続き，溶接
継手疲労特性のデータベースの構築が必要と考えら
れる．ただし，有益なデータベースとするには，何
をどのように計測・記録しておくべきか，という点
から慎重に議論すべきと思われる．例えば，溶接余
盛止端形状ひとつを取り上げても，どの部分をどう
計測するのが合理的か，という点が未だ明らかには
なっていないと思われる．
上述したように，設計・施工とともに，材料の観
点からも継手疲労特性の改善が可能となりつつあ
る．しかし，過去の経緯より溶接鋼構造物の継手疲
労設計体系では，極一部を除き，鋼材による相違が
考慮されていない．疲労特性を改善する技術に対

し，疲労設計体系に合理的に反映させるための手順
等を，今後，確立していく必要があると考えられ
る．

7．おわりに

耐疲労鋼の開発は住友金属工業株式会社ならびに
新日鐵住金株式会社において，多くの関係者のご指
導，ご協力の下で行われたものである．開発メンバ
ーの一員として公開資料を基に一部を紹介させてい
ただいた．
本学においても本件に関連するテーマを研究すべ
く現在準備をすすめているところである．
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